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2018 年 ６ 月 11 日

　

株 主 各 位
　

東京都豊島区東池袋一丁目13番６号

Ｉ Ｎ Ｅ Ｓ Ｔ 株 式 会 社

代表取締役会長兼社長　上 村 陽 介

　

第22回定時株主総会招集ご通知

拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、2018年６月25日（月曜日）午後５時30分（当社営業終了

時刻）までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 2018年６月26日（火曜日）午前11時

２．場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階

コンファレンスルーム「Room６」

（会場が昨年と異なっておりますので末尾の「株主総会会場案内

　図」をご参照いただき、お間違いのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第22期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業報

　 告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および

　 監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第22期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算書

　 類の内容報告の件

決 議 事 項

議 案 取締役６名選任の件
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４．招集にあたっての決定事項

（1）議決権行使書用紙において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示

をされたものとして取り扱わせていただきます。

（2）同一の議案につき、議決権行使書用紙により重複して議決権行使を行った場合、

最後に到着したものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以 上

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。

◎本総会は、インターネットによる議決権行使を採用しておりません。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インター

ネット上の当社ウェブサイト（https://inest-inc.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎当社は、法令により提供すべき書面のうち次に掲げる事項について、法令および当社定款第15条の規

定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://inest-inc.co.jp/）に掲載しておりま

すので、本定時株主総会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

　・事業報告のうち会計監査人の状況

　・事業報告のうち会社の体制および方針

　・連結計算書類のうち連結注記表

　・計算書類のうち個別注記表

　したがって、本定時株主総会招集ご通知の提供書面は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際し

て監査をした連結計算書類または計算書類の一部であり、また、監査役が監査報告を作成するに際し

て監査をした事業報告、連結計算書類または計算書類の一部であります。
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（提供書面）
事 業 報 告

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

　① 事業の経過およびその成果

当連結会計年度(2017年４月１日～2018年３月31日)における我が国経済は、

政府の経済対策や日銀の金融政策を背景とし、企業収益、雇用の改善がみられ

ました。一方、為替の変動や英国の欧州連合離脱、米国の政治政策の動向等、

海外経済の不確実性の高まりなどから、先行きについては不透明な状況が続い

ております。消費の基盤となる個人所得の水準については、小幅な改善に留ま

っており、景況感は足踏み状態となっております。

　当社グループを取り巻く事業環境では、引き続きスマートフォン・タブレッ

ト端末の普及拡大が進んでおりますが、大手通信会社のスマートフォンの買い

替えサイクルが長期化したことなどによる新規販売の減少により、その伸長率

は鈍化傾向となっております。また、情報通信事業者による新サービスの提供

開始や、仮想移動体通信事業者（MVNO）の参入などの影響により、主要携帯通

信キャリアが主導してきたビジネスモデルは、今後大きく変化していくことが

予想されます。

　このような事業環境のもと、当社グループは、将来に向けたさらなる収益力

向上を目指し、システム事業基盤の構築や、サービスの拡充を行いながら、顧

客ニーズにお応えする総合的なソリューション提案を行える体制を構築してま

いりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は3,063百万円となり、営業損失325百

万円、経常損失348百万円、親会社株主に帰属する当期純損失308百万円となり

ました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

イ．システム事業

　システム事業セグメントは、店舗運営を行う法人事業者を対象に、スマート

フォン・タブレット端末を利用したPOSシステムの販売、予約サービスの展開な

ど、店舗運営をサポートするソリューション提案を行っております。

　当連結会計年度においては、引き続きシステム事業基盤の構築や、サービス

の拡充を行いながら、顧客満足度を向上させるべく、総合的なソリューション

提案を行える体制を構築してまいりました。

　また、外食産業向けセルフオーダーシステムの販売・運営事業を行っていた

アスカティースリー株式会社が連結子会社ではなくなりましたが、その一方で

事業者に対して予約システムなどのソリューションサービスの提供を行う体制

を構築し、積極的に提案活動の展開を行い、将来に向けた収益力の向上を図っ

てまいりました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は337百万円、セグメント損失は574百万

円となりました。

ロ．直販事業

　直販事業セグメントは、主にスマートフォンを中心とした携帯電話端末や周

辺機器・モバイルデータ通信端末の販売を行っております。

　当連結会計年度においては、市場環境の変化により通信事業者からの販売手

数料は減少傾向にあります。このような状況から、事業規模に見合った人員配

置や従業員一人当たりの生産性の向上、諸経費の削減等を引き続き進めてまい

りました。諸経費の削減等を進めることで経営資源を効率的に運用すると同時

に、新規販売網の開拓など将来収益増加のための取組みを行っております。

　その結果、当連結会計年度の売上高は2,726百万円、セグメント利益は355百

万円となりました。

　② 設備投資の状況

　当連結会計年度において事務所の増床による新規設備の取得11百万円および

予約システム事業に係るシステムの取得38百万円等を行いました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　

　③ 資金調達の状況

　当社は、2017年７月20日に第三者割当増資を行い、これにより349百万円の資

金調達を行いました。　
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　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

　⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

　⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

　 状況

　当連結会計年度において重要な当該事項は行っておりません。

　⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当社は、2017年４月21日を効力発生日として、株式会社ＥＰＡＲＫテイクア

ウトの株式の一部を譲渡いたしました。本株式譲渡により、同社は当社の子会

社ではなくなり、関連会社となっております。
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　(2) 財産および損益の状況

　①企業集団の財産および損益の状況
　

区 分

第19期

（2014年４月１日から
2015年３月31日まで）

第20期

（2015年４月１日から
2016年３月31日まで）

第21期

（2016年４月１日から
2017年３月31日まで）

第22期
(当連結会計年度)

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

売 上 高 (百万円) 4,506 3,831 － 3,063

営業利益又は営業損失（△） (百万円) 247 158 － △325

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 189 125 － △348

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(百万円) 255 △285 － △308

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 5.32 △5.88 － △5.96

総 資 産 額 (百万円) 2,408 1,724 － 1,849

純 資 産 額 (百万円) 875 590 － 757

１株当たり純資産額 (円) 17.75 11.85 － 14.23
　

(注)１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発
　 行済株式数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式数により算
　 出しております。
　 ２．第21期は連結計算書類を作成しておりませんので、各数値を記載しておりません。

　
　 ②当社の財産および損益の状況

区 分

第19期

（2014年４月１日から
2015年３月31日まで）

第20期

（2015年４月１日から
2016年３月31日まで）

第21期

（2016年４月１日から
2017年３月31日まで）

第22期
( 当 事 業 年 度 )

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

売 上 高 (百万円) 389 329 389 352

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 208 78 88 △42

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 384 △489 189 5

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 8.02 △10.06 3.90 0.11

総 資 産 額 (百万円) 1,690 910 702 1,056

純 資 産 額 (百万円) 868 391 568 923

１株当たり純資産額 (円) 17.87 7.80 11.70 17.37
　
(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発
　 行済株式数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式数により算
　 出しております。
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(3) 企業集団の対処すべき課題

　当社グループは、安定した収益の確保に向けて、当社グループの強みであるシ
ステム開発や運営力を更に活かした既存事業の強化を行うことが重要であると認
識しております。
　また、その他の課題につきましては、以下のとおりであります。

　
① 商品販売について
　 当社グループにおいて既存商材の効率的かつ積極的な販売活動を行うととも
に、新たな収益源となる新規商材の取り扱いについて摸索してまいります。

　
② 営業力の強化について
　 当社グループにおける従業員一人当たりの生産性向上を最重要課題として捉
え、各種商材を取り扱う上での知識やノウハウ習得を目的とした教育体制、管
理体制の徹底に努めてまいります。

　
③ 経営資源の運用等について
　 当社グループにおける経営資源の効率的な運用を目指し、人員規模の適正化
やその他コスト削減を行い、引き続き財務体質の強化を行ってまいります。

　
④ 情報セキュリティについて
　 情報保護の重要性が近年ますます高まっていることに対応し、当社グループ
において更なるセキュリティの強化を行ってまいります。

　
⑤ 再発防止について
　 当社の代表取締役であった元役員が2012年から断続的に当社子会社が取引先
　に支払った金銭の一部について不正に受領していた件に関し、当社は社外の専
　門家を含む内部調査委員会を設置し、2017年11月に同委員会より調査報告書を
　受領しました。
　 当社は、当該調査報告書の内容を踏まえ、2017年12月８日開催の取締役会に
おいて、以下の再発防止策の実施を決定いたしました。

　
　・今回の不正事案に関与した経営者及び関係者の排除
　・内部監査機能の強化
　・コンプライアンス意識の醸成
　・業務執行についての適切な権限分配
　・子会社の整理統合等
　・子会社に関するモニタリング強化
　・重要な業務プロセスにおけるフローの明確化
　・支払通知書の運用の適正化
　・取引決裁プロセスの運用の見直し
　
　 当社は、今後同様の事態が発生することがないよう、これらの再発防止策を
着実に実施してまいります。加えて、今後も全社を挙げてコンプライアンス体
制の一層の強化に取り組み、有効なコーポレート・ガバナンス体制を確立して
まいります。
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　(4) 主要な事業内容(2018年３月31日現在)

事 業 事 業 内 容 等

シ ス テ ム 事 業

飲食店事業者向けASPサービスの提供やスマート

フォン・タブレット端末を利用したPOSシステム

の販売、予約サービスの展開

直 販 事 業
携帯電話や周辺機器、モバイルデータ通信端末等

の販売

　

(5) 主要な事業所(2018年３月31日現在)

本 社 東京都豊島区東池袋一丁目13番６号

　 営 業 所 東京（池袋）

　

(6) 従業員の状況(2018年３月31日現在)

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数

133名

(注) １．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。
２．従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。

② 従業員の事業別の状況

事 業 従 業 員 数

シ ス テ ム 事 業 83名

直 販 事 業 41名

管 理 部 門 ９名

③ 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

17名 ４名増 35.1歳 ４年６か月

(注) １．上記従業員数に臨時従業員、契約従業員および嘱託従業員の数は含まれておりません。
２．従業員の定年は、満60歳に達した月の末日としております。

(7) 主要な借入先(2018年３月31日現在)

　該当事項はありません。
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(8) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

日本企業開発支援株式会社 20百万円 100.00％ 携帯電話の販売

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項(2018年３月31日現在)

(1) 発行可能株式総数 137,049,600株

(2) 発行済株式の総数 53,197,169株

(3) 株主数 6,609名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社光通信 20,305,484株 38.17％

株式会社アイ・イーグループ 2,301,100株 4.33％

株式会社エフティグループ 898,700株 1.69％

日本証券金融株式会社 889,000株 1.67％

株式会社ＳＢＩ証券 717,800株 1.35％

株式会社マイナビ 688,000株 1.29％

松井証券株式会社 680,300株 1.28％

野村證券株式会社 597,256株 1.12％

本橋 和文 545,000株 1.02％

今田 幸三 500,700株 0.94％

(注) 持株比率は、自己株式（66株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　2017年７月20日に第三者割当による新株式を発行したことにより、発行済株式

の総数が4,605,262株増加いたしました。

３．新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権等の状況(2018年３月31日現在)

　 該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（2018年３月31日現在）

氏 名 地 位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

上 村 陽 介 代表取締役会長兼社長

長 谷 川 裕 取 締 役 管理本部長

菊 地 央 取 締 役

平 田 英 之 取 締 役 公認会計士

橋 爪 静 夫 取 締 役

倉 嶌 喬 取 締 役

近 藤 武 雄 常 勤 監 査 役

守 屋 浩 二 監 査 役

川 合 宏 一 監 査 役 税理士

竹 中 由 重 監 査 役 弁護士

(注) １．取締役平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏は、社外取締役であります。
２．取締役平田英之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。
３．監査役近藤武雄氏、川合宏一氏および竹中由重氏は、社外監査役であります。
４．監査役川合宏一氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。
５．当社は、取締役平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏ならびに監査役近藤武雄氏、川合

宏一氏および竹中由重氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

(2) 当事業年度中に退任した取締役および監査役

氏 名
退任時の地位・担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

退 任 日 退 任 理 由

伊 奈 聰 代 表 取 締 役 社 長 2017年９月22日 辞任

片 野 良 太 取 締 役 2018年２月16日 辞任

南 澤 智 美 常 勤 監 査 役 2018年２月16日 辞任

　菊 地 央 監 査 役 2018年２月16日 辞任
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(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役および社外監査役全員との間で、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。

(4) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の総額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

８名
(３名)

９百万円
(３百万円)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

６名
(３名)

５百万円
(３百万円)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

14名
(６名)

14百万円
(６百万円)

(注) １．取締役および監査役の支給人員には、当事業年度中に退任した取締役２名（うち社外取締
役０名）および監査役２名（うち社外監査役０名）が含まれております。

　 ２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2008年６月25日開催の第12期定時株主総会において年額300百万円

以内、また、この内訳について、確定金額報酬として年額200百万円以内、ストック・オプ
ションとして年額100百万円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、2005年６月29日開催の第９期定時株主総会において年額20百万円
以内と決議いただいております。
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(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

出席状況および発言状況

取 締 役 平 田 英 之
当事業年度に開催された取締役会15回のうち９回に出席し、社外での経
験と知見から適宜発言を行っております。

取 締 役 橋 爪 静 夫
当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席し、社外での経
験と知見から適宜発言を行っております。

取 締 役 倉 嶌 喬
当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回に出席し、社外での経
験と知見から適宜発言を行っております。

監 査 役 川 合 宏 一
当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回、監査役会14回のうち
13回に出席し、社外での経験と知見から適宜発言を行っております。

監 査 役 竹 中 由 重
当事業年度に開催された取締役会15回のうち10回、監査役会14回のうち
13回に出席し、社外での経験と知見から適宜発言を行っております。

監 査 役 近 藤 武 雄
2018年２月16日の就任以降当事業年度に開催された取締役会２回のうち
２回、監査役会２回のうち２回に出席し、社外での経験と知見から適宜
発言を行っております。

　

(注)１．上記の取締役会のほか、会社法第370条および当社定款第25条第２項の規定に基づき取締役
　 会決議があったものとみなす書面決議が２回ありました。
　 ２．社外取締役である平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏ならびに社外監査役である川合宏
　 一氏および竹中由重氏は、日頃からコンプライアンスおよびコーポレートガバナンスの観点
　 から注意喚起しておりましたが、本事業報告「１．企業集団の現況 (3)企業集団の対処すべ
　 き課題 ⑤再発防止について」に記載の不正行為事案については認識しておりませんでし
　 た。発覚後の対応といたしましては、再発防止策やコーポレートガバナンス強化の観点から
　 社内体制の整備について提言を行うなど適切に職責を果たしております。また、社外監査役
　 である近藤武雄氏は、当該元役員による不正行為事案の発覚後に当社の社外監査役に就任し
　 ましたが、当該事実を踏まえ、再発防止策とコーポレートガバナンス強化の観点から社内体
　 制の整備について提言を行うなど、適切に職責を果たしております。

　
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）事業報告に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 1,620 流 動 負 債 1,091

現 金 及 び 預 金 1,245 買 掛 金 210

売 掛 金 281 未 払 金 312

商 品 4 未 払 法 人 税 等 20

繰 延 税 金 資 産 4 前 受 金 485

そ の 他 84 賞 与 引 当 金 35

貸 倒 引 当 金 △0 役 員 賞 与 引 当 金 0

固 定 資 産 229 そ の 他 26

有 形 固 定 資 産 26 負 債 合 計 1,091

建 物 及 び 構 築 物 25 ( 純 資 産 の 部 )

そ の 他 1 株 主 資 本 756

無 形 固 定 資 産 41 資 本 金 100

ソ フ ト ウ エ ア 39 資 本 剰 余 金 807

そ の 他 1 利 益 剰 余 金 △151

投 資 そ の 他 の 資 産 160 自 己 株 式 △0

投 資 有 価 証 券 25 非 支 配 株 主 持 分 0

敷 金 及 び 保 証 金 117

そ の 他 28

貸 倒 引 当 金 △10 純 資 産 合 計 757

資 産 合 計 1,849 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,849
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連 結 損 益 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 3,063

売 上 原 価 2,059

売 上 総 利 益 1,004

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,329

営 業 損 失 325

営 業 外 収 益

そ の 他 0 0

営 業 外 費 用

株 式 交 付 費 2

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 21

そ の 他 0 24

経 常 損 失 348

特 別 利 益

受 取 損 害 賠 償 金 106

子 会 社 株 式 売 却 益 21 127

特 別 損 失

特 別 調 査 費 用 等 43 43

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 265

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 21

過 年 度 法 人 税 等 27

法 人 税 等 調 整 額 2 51

当 期 純 損 失 316

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 7

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 308
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連結株主資本等変動計算書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)

株主資本

非 支 配
株主持分

純資産
合 計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

2017年４月１日残高 100 757 △142 △0 715 14 730

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 174 174 349 349

　資本金から資本剰余金への振替 △174 174 ― ―

　欠損填補 △299 299 ― ―

親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

△308 △308 △308

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

△13 △13

連結会計年度中の変動額合計 ― 50 △8 ― 41 △13 27

2018年３月31日残高 100 807 △151 △0 756 0 757

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）連結計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2018年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 367 流 動 負 債 132

現 金 及 び 預 金 96 買 掛 金 2

売 掛 金 45 未 払 金 124

商 品 1 未 払 費 用 0

前 払 費 用 17 未 払 法 人 税 等 0

未 収 入 金 197 前 受 金 0

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 9 預 り 金 0

そ の 他 0 賞 与 引 当 金 3

貸 倒 引 当 金 △0 負 債 合 計 132

固 定 資 産 689

有 形 固 定 資 産 5 ( 純 資 産 の 部 )

建 物 4 株 主 資 本 923

工 具 器 具 備 品 0 資 本 金 100

無 形 固 定 資 産 9 資 本 剰 余 金 818

ソ フ ト ウ エ ア 7 　資 本 準 備 金 174

そ の 他 1 そ の 他 資 本 剰 余 金 643

投 資 そ の 他 の 資 産 674 利 益 剰 余 金 5

投 資 有 価 証 券 15 そ の 他 利 益 剰 余 金 5

関 係 会 社 株 式 163 繰 越 利 益 剰 余 金 5

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 699

敷 金 及 び 保 証 金 62 自 己 株 式 △0

破 産 更 生 債 権 等 9

貸 倒 引 当 金 △276 純 資 産 合 計 923

資 産 合 計 1,056 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,056
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損 益 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 352

売 上 原 価 100

売 上 総 利 益 251

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 295

営 業 損 失 43

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2

そ の 他 0 2

営 業 外 費 用

株 式 交 付 費 2

そ の 他 0 2

経 常 損 失 42

税 引 前 当 期 純 損 失 42

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △25

過 年 度 法 人 税 等 △22 △48

当 期 純 利 益 5
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株主資本等変動計算書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

　 (単位：百万円)

株 主 資 本

純資産
合 計

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合 計

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

そ の 他
利 益 剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2017年４月１日残高 100 ― 768 768 △299 △0 568 568

当期変動額

　新株の発行 174 174 174 349 349

　資本金からその他資本
　剰余金への振替

△174 174 174 ― ―

欠損填補 △299 △299 299 ― ―

当期純利益 5 5 5

当期変動額合計 ― 174 △124 50 305 ― 355 355

2018年３月31日残高 100 174 643 818 5 △0 923 923

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 計算書類に記載の金額については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2018年５月16日

ＩＮＥＳＴ株式会社

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 太 郎 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 土 屋 光 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＩＮＥＳＴ株式会社の2017年４月１日か

ら2018年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、ＩＮＥＳＴ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2018年５月16日

ＩＮＥＳＴ株式会社

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 太 郎 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 土 屋 光 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＩＮＥＳＴ株式会社の2017年４月
１日から2018年３月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第22期事業年度の取締役の職務執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお

り報告いたします。

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

　 ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

　 主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

　 ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

　 子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

　 するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

　 するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制

　 の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

　 統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について

　 定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

　 証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

　 じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

　 確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質

　 管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受

　 け、必要に応じて説明を求めました。

　 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

　 るものと認めます。

② 取締役の職務の執行については、事業報告に記載のとおり、当社の代表取締役であっ

　 た元役員による不正行為が発覚いたしました。本件については、社外の専門家を含む

　 内部調査委員会が設置され、事実関係の確認及び発生原因の調査が行われ、再発防止

　 策の提言がなされました。監査役会としましては、取締役会がグループ全体の再発防

　 止策及びコンプライアンスの一層の徹底に取り組んでいることを確認しており、引き

　 続きその取組状況を監査してまいります。上記の他、取締役の職務の執行に関する不

　 正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当該内

　 部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

　 摘すべき事項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　 会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年５月16日

ＩＮＥＳＴ株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 近 藤 武 雄 ㊞

監 査 役 守 屋 浩 二 ㊞

監査役(社外監査役) 川 合 宏 一 ㊞

監査役(社外監査役) 竹 中 由 重 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議 案　取締役６名選任の件　

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

６名（うち社外取締役３名）の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
ふ り が な

( 生 年 月 日 )
略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１
上
か み む ら

村　陽
よ う す け

介
(1974年２月３日)

1999年７月 株式会社光通信 入社

－

2005年４月 株式会社アドバンスサポート 代表取締

役

2011年12月 株式会社パイオン 代表取締役

2013年４月 株式会社光通信 上席執行役員

2015年６月 株式会社インテア・ホールディングス

取締役

当社 取締役

2016年６月

2017年９月

2017年10月

当社 代表取締役会長

株式会社ＥＰＡＲＫ 代表取締役副社長

当社 代表取締役社長兼会長（現任）

株式会社ＥＰＡＲＫ 取締役（現任）

２
片
か た の

野　良
り ょ う た

太
(1984年７月31日)

2007年４月 株式会社光通信 入社

－

2010年11月 当社へ転籍

2012年１月 株式会社光通信へ転籍 管理本部人材開

発部

2014年12月 同社 管理本部財務部課長

2016年11月 当社 管理本部長

2017年６月 当社 取締役

2017年12月 当社 内部監査室長

2018年４月 当社 管理本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
ふ り が な

( 生 年 月 日 )
略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３
菊
き く ち

地　 央
ひさし

(1980年11月10日)

2005年４月 株式会社光通信 入社

2009年５月 同社 管理本部財務本部財務部課長

2011年10月 同社 管理本部法務部次長

2014年６月 株式会社インテア・ホールディングス

　 社外監査役

2015年６月 株式会社ニュートン・フィナンシャル・

　 コンサルティング 社外監査役

2016年６月 当社 監査役

2018年２月 当社 取締役（現任）

2018年４月 株式会社光通信 管理本部法務部法務企

　 画部部長（現任）

－

４
平
ひ ら た

田　英
ひ で ゆ き

之
(1972年５月18日)

1996年10月 小山公認会計士事務所 入所

－

1997年10月 センチュリー監査法人（現 新日本有限

責任監査法人） 入社

2001年７月 平田公認会計士事務所 代表（現任）

2003年12月 株式会社ハイ・シーズン 代表取締役

（現任）

2014年10月 株式会社アルデプロ 社外監査役

2015年１月 株式会社エフエルシー 社外監査役

2015年６月 当社 社外取締役（現任）

2016年６月 株式会社ニュートン・フィナンシャル・

コンサルティング 社外監査役（現任）

2016年10月 株式会社アルデプロ 社外取締役 監査

等委員（現任）

５
橋
は し づ め

爪　静
し ず お

夫
(1948年１月５日)

1970年４月 シャープ株式会社 入社

－

2002年４月 同社 情報システム事業本部 国内営業

統轄部長

2005年４月 シャープドキュメントシステム株式会社

常務取締役

2008年２月 株式会社光通信 顧問

株式会社グロースライフ 顧問（現任）

2010年５月 日本企業開発支援株式会社 社外取締役

2011年８月 株式会社スフィーダ 取締役

2014年11月 株式会社ジーエルエー 監査役（現任）

2016年６月 当社 社外取締役（現任）

６
倉
く ら し ま

嶌　 喬
たかし

(1947年６月22日)

1971年４月

1985年９月

1998年１月

1998年４月

2008年４月

2010年６月

2013年11月

2015年３月

2016年６月

2018年３月

株式会社ダイエー 入社

ユニチャーム株式会社 入社

ピジョン株式会社 入社

同社 取締役

株式会社ピーエイ 顧問

日本企業開発支援株式会社 社外取締役

株式会社ピーエイ 常務執行役員

同社 常勤監査役

当社 社外取締役（現任）

株式会社ピーエイ 取締役（現任）

－
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(注) １．当社と各候補者との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏は、社外取締役候補者であります。
３．平田英之氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が公認会計士として企業会計等につい

て専門的な見識を有しており、当社の経営に有益な助言をいただけるものと判断したため
であります。

４．橋爪静夫氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が豊富な企業経営等の経験と見識を有
しており、当社の経営に有益な助言をいただけるものと判断したためであります。

５．倉嶌喬氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が豊富な企業経営等の経験と見識を有し
ており、当社の経営に有益な助言をいただけるものと判断したためであります。

６．平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏が社外取締役在任期間中に発覚した元代表取締役
による不正行為事案の概要ならびに当該事案の発生予防のために行った行為および発生後
の対応として行った行為の概要につきましては、７頁および13頁に記載のとおりでありま
す。

７．平田英之氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって３年になります。また
橋爪静夫氏および倉嶌喬氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年に
なります。

８．橋爪静夫氏および倉嶌喬氏は、過去に当社の子会社である日本企業開発支援株式会社の社
外取締役でありました。

９．当社は、平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏との間で会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、各氏の再任が承
認された場合は、当該契約を継続する予定であります。なお、その契約内容の概要は、次
のとおりであります。
①社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425
条第１項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

②上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行に
ついて、善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

10．当社は、平田英之氏、橋爪静夫氏および倉嶌喬氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として同取引所に届け出ております。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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Ｊ
Ｒ
池
袋
駅

西
武
百
貨
店

パ
ル
コ

豊島区役所

6､7出口6､7出口

東池袋四丁目東池袋四丁目

ヤマダ電機ヤマダ電機

東口東口
ビックカメラビックカメラ

文化会館ビル文化会館ビル

サンシャイン
60ビル

サンシャイン
60ビル

35出口35出口

ロッテリア

サンシャイン60通
り

東急ハンズ

サンシャイン前

東池袋

日出町第二公園

区立中央
図書館
区立中央
図書館

豊島郵便局

東池袋三丁目

ローソン埼
京
線

至
大
塚
　
山
手
線

明
治
通
り

春
日
通
り

グ
リ
ー
ン
大
通
り

明
治
通
り

都電荒川線

有
楽
町
線
 東

池
袋
駅

首
都
高
速
５
号
池
袋
線

254

サンシャインシティ
ワールドインポートマートビル５階

N

株主総会会場案内図

会場 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号

サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階

コンファレンスルーム「Room６」

ＴＥＬ 03-6894-6240（代表）

〔会場への交通機関〕

ＪＲ線・ 池袋駅 東口（35番出口） 徒歩８分

東武東上線・西武池袋線・

東京メトロ丸ノ内線・

有楽町線・副都心線

東京メトロ有楽町線 東池袋駅　６・７番出口 徒歩３分

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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